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はじめに
　OECD が BEPS プロジェクトを創設して以来，租税回避の一掃に向けて世界が動いて
いる。興味深いのは，BEPS プロジェクトに参加を表明している国には，OECD 加盟国だ
けでなく，OECD 非加盟国も含まれている点である。各国はプロジェクト成功のために
協力体制を取っている。ただ，そのような状況において，疑問なのがそもそも租税回避と
は何かである。世界が租税回避を問題視しているのは確かであるが，その正体を知らずし
てその対策に取り組むことは可能なのであろうか。
　また，本来は，租税回避は国内法の問題であるはずが，多国籍企業による国際的な取引
が従前よりも拡大した結果，租税回避が外国法との関係から問題にされるようになってい
る。近年では，Google，Apple，Starbucks などの有名な多国籍企業による租税回避が注
目されている。いずれのケースにおいても，外国法の租税優遇措置を巧妙に利用した租税
回避が行われている。そのため，租税回避は，今や，国内法の問題としてだけでなく，外
国法の問題としても検討しなければならない。
　本稿では，以上の問題意識のもと，まず，租税回避は何かについて検討する。この際，
租税回避か否かの判断基準を明確にし，また国内法と外国法それぞれに関わる租税回避を
類型化する。そして，租税回避の類型に応じた OECD 及び各国による対策のあり方を模
索する。
１．租税回避の認識
（1）地理的な優位性と租税回避
　拙稿で考察したように，多国籍企業が外国法を巧妙に利用するのは，租税回避以外に理由が
あるからである（1）。Dunning（1993）は，多国籍企業が存在する意義を OLI―Ownership，
Location，Internalization―理論から説いている（2）。そのうち，多国籍企業による外国法
の巧妙な利用は，Location，地理的な優位性との関係から明らかにできる。
　多国籍企業にとっては，他国にはない外国法（租税優遇措置）もまた地理的な優位性に
含められよう。そのため，多国籍企業はその地理的な優位性を求めて活動地域を決定する
はずである。例えば，X 国と Y 国のいずれで活動するかを選択する際に，Y 国にはない
が X 国には租税優遇措置があれば，多国籍企業は X 国で活動することを決めるであろう。
（1）	 多国籍企業の存在意義に関しては，江波戸順史［2］pp.161-162 を参照。
（2）	 Dunning,	J.H.［11］pp.191-194,	197-199．
―	171	―
〔研究ノート〕
千葉商大紀要　第 55 巻　第 2 号（2018 年 3 月）pp.	171-180
　しかしながら，課税当局にとっては，地理的な優位性と認められるような取引でも，そ
れによる租税負担の軽減は租税回避以外の何ものでもない。例えば，後述する Google 事
案のように，アイルランドの租税優遇措置を利用して，アメリカ合衆国で支払われるべき
租税が支払われなければ，Google が地理的な優位性を求めたとしても，課税当局 IRS が
これを租税回避と認識しないわけがない。とにかく，課税当局は，自国で支払われるべき
租税を徴収することに努め，それを妨げる多国籍企業の取引を否認する。
（2）節税と租税回避の境界線
　川田（2009）では，多国籍企業の取引が A から E のように区分され，いずれの場合に
課税当局と多国籍企業が租税回避を認識するのか検討されている（表 1）（3）。これは節税
と租税回避との間に境界線を引く試みであるが，問題は課税当局と多国籍企業の租税回避
に対する認識が異なる点である。
　まず表 1 の A をみると，この場合は完全に節税とみなされる取引であるため問題はな
い。B においても，その取引を課税当局は租税回避と認識しつつも否認はしない。課税当
局が租税回避と認識し，否認するのは C からである。ただ，多国籍企業はこの場合も問
題とは認識しない。なお，多国籍企業が租税回避と認識するのは D からであり，双方の
この認識の温度差が近年の租税回避問題を悪化させていると言っても過言ではない。
　川田（2009）の上記の区分に応じた具体的な国際取引を考えてみると，当然のこと A
は合法的なタックスプランニングである。B については，ロケーションセービングがそれ
に該当するであろう。ロケーションセービングは，他国の安価な労働力や土地などを利用
することで，多国籍企業が享受する追加的な利益である。かつて，ロケーションセービン
グは移転価格との関係から問題視され，アメリカ合衆国の IRS は租税回避と認識して否
認したことがある。しかしながら，現在はそのために移転価格が更正されるケースはみら
れない。
　C には，移転価格が該当しよう。OLI 理論によれば，多国籍企業にとっては移転価格も
また地理的な優位性を求めたものである。定義的には，移転価格は親子会社などの関連企
業間で設けられる価格であり，そこに租税回避を疑う要素は含まれていない。しかしなが
表 1　節税と租税回避の境界線
多国籍企業 課税当局 範　　　囲
Ａ．問題視されない取引
Ｂ．課税当局は租税回避と認識するが，否認はしない
租税回避
Ｃ．課税当局は租税回避と認識し，否認相当と考える
　　他方，多国籍企業は，基本的に問題なしと考える
租税回避
Ｄ．課税当局は租税回避と認識し，否認相当と考える
　　多国籍企業も，租税回避，否認の可能性を認識
Ｅ．課税当局も多国籍企業も租税回避，否認相当と考える
（出所）川田剛［4］p.5 より作成。
（3）	 川田剛［4］p.5．
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ら，多国籍企業は低税率国（低い税率が地理的な優位性）にある関連企業との取引におい
て移転価格をしばしば操作するため，意図的ではなかったとしても，そこに租税回避と疑
われても仕方ない部分はある。
　D には，タックスヘイブンに設立した活動実態のない企業との取引が該当しよう。タッ
クスヘイブンは租税負担が実質的にゼロかそれに近い国や地域であるが，否認すべきは活
動実態のない企業との取引であり，それは租税回避以外に目的はない。D の場合には，多
国籍企業もそれを租税回避と認識しているのは間違いない。ちなみに，この取引は，タッ
クスヘイブン対策税制（外国子会社合算税制）の適用対象である。
２．租税回避の判断基準と類型
（1）法形式の選択と租税回避
　このように，租税回避に関して，課税当局と多国籍企業との間で認識が異なるのは，双
方が認める正式な定義が確立していないのも一因と考えることができよう。ただ，学術的
には，租税回避か否かの判断基準に関してある意見の一致をみることができる。
　租税回避に関して，金子（2016）は「…通常用いられない法形式を選択することによっ
て，…（中略）…税負担を減少させあるいは排除する行為」と主張している（4）。水野（2009）
は「私法上の選択可能性の自由を利用して租税負担を軽減するために，法形式の濫用」と
定義づけ（5），また，清永（2013）は「通常の法形式によるのと同じような経済的効果を達
する法形式（異常な法形式）を選択し，…（中略）…租税負担を軽減又は排除しようとす
ること」と認識している（6）。
　これらの研究では，それぞれ異なった表現で租税回避を定義しているが，租税回避か否
かを判断するために，「法形式の選択」が重要なポイントである点については共通している。
したがって，これを判断基準とすれば，法形式を適正に選択した場合には租税回避ではな
く，選択しなければ租税回避となる。
　ただ，注意すべきは，この場合の法形式は，国内法の枠内にあるものであり，外国法の
法形式はその枠外におかれる点である。そのため，この判断基準を厳守すれば，もし仮に，
外国法の法形式を不当に選択したとしても，それは国内法の枠外の問題であり租税回避と
は認められない。図 1 には，この関係が図示されている。
　とは言え，実際には，外国法を巧みに利用することで，多国籍企業は租税負担の軽減を
企てる。例えば，Google は，アイルランドの法形式を利用して，アメリカ国内で負うべ
き租税負担を減らした。上記の判断基準によれば，これは外国法の枠内の問題なので租税
回避とは認められない。しかしながら，この場合もアメリカ国内では租税負担が軽減され
ており，国内法の法形式の不当な選択による問題と同様の結果がみられる。
　そこで，国内法の法形式を適正に選択しなかった場合の租税負担の軽減を「国内法型租
税回避」，外国法の法形式の不当な選択による租税負担の軽減を「外国法型租税回避」と
（4）	 金子宏［3］p.125．
（5）	 水野忠恒［7］pp.25-26．
（6）	 清永敬次［5］p.42．
―	173	―
江波戸順史：租税回避の類型に応じた対策の検討
呼ぶことにする。Google は，ダブルアイリッシュ及びダッチサンドウィッチを利用して
租税負担の軽減を試みたのだから，その問題は外国法型租税回避である。なお，国内法型
租税回避には，例えば，武富士事案のような問題が該当しよう。
（2）Google 事案と Starbucks 事案
　Google 事案と同時期に世界的に注目されたのが，Starbucks 事案である。これまで，
この二つの事案は租税回避に関する同類の問題として議論されてきたが，OLI 理論及び上
述の判断基準に基づくと，Google 事案と Starbucks 事案との間には共通点と相違点があ
ることがわかる（表 2）。
　Google 事案と Starbucks 事案の共通点は，地理的な優位性がその背景にあることであ
る。Google 事案にみられるダブルアイリッシュは，多国籍企業がしばしば利用するアイ
ルランドの法形式であるが，OLI 理論からすればそれは地理的な優位性である。また，ダッ
チサンドイッチもまた，アイルランドとオランダとの間で締結された租税条約によるもの
で，OLI 理論の地理的な優位性である。そして，Starbucks 事案の舞台となったスイスや
オランダが設ける低税率も地理的な優位性である。
　他方，これら二つの事案の相違点は，国内法の枠外か枠内かである。Google 事案では
ダブルアイリッシュもダッチサンドイッチも国内法の枠外に位置づけられる。いずれもア
イルランドが提供する租税優遇措置なので，Google の居住国であるアメリカ合衆国から
すると外国法の枠内の問題である。それに対して，Starbucks 事案では移転価格操作が問
表 2　二つの事案の共通点と相違点
Google 事案 Starbucks 事案
共通点 地理的な優位性 地理的な優位性
相違点
国内法の枠外 国内法の枠内
外国法型租税回避 国内法型租税回避
（出所）筆者作成。
図 1　国内法及び外国法の法形式の選択
（出所）筆者作成。
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題となったが，それは独立企業原則を求める国内法（移転価格税制）の枠内にある。なお，
国内法の枠外にあるスイスやオランダの低税率は移転価格操作の誘因ではあるが，直接的
な問題ではない。問題は移転価格操作による課税ベースの移転である。
　また，この検討から，外国法型租税回避か国内法型租税回避かという相違も指摘できる。
Google 事案のダブルアイリッシュ及びダッチサンドイッチは，いずれも外国法の法形式の
不当な選択によるものである。そのため，租税回避の類型によれば，既述したように
Google 事案は外国法型租税回避の問題である。他方，Starbucks 事案では，移転価格税
制に基づく独立企業間価格とは異なる移転価格により関連企業間で取引が行われており，
これは国内法の法形式の不当な選択であるため，この問題は国内法型租税回避である。
３．OECDによる租税回避対策
（1）国内法型租税回避と外国法型租税回避
　近年，OECD は租税回避の問題に対して積極的に取り組んでいる（7）。ただ，租税に関わ
る権利は各国が有するのだから，第一義的にはそれに関わる問題も国内で解決すべきであ
り，OECD は国際機関として第三者的（間接的）に関与すべきであろう。OECD が直接
的に関与すべきは，国際問題である。なお，国際問題では二以上の国に被害が生じる。
　表 3 には，国内法型租税回避と外国法型租税回避に対する OECD の関与について明示
されている。まず，国内法型租税回避は，国内法の法形式の不当な選択によるものなのだ
から，各国がその問題に対して国内的に対策を講じるべきである。そのため，OECD は
国内法型租税回避に直接的には関与すべきではなく，間接的に関与すべきである。例えば，
Starbucks 事案では，イギリスがその解決に向けて取り組むのが本来の形であり，OECD
は同じような問題が生じた時のため，その解決案を示すガイドラインなどの作成に努める
べきであろう（8）。
　では，外国法型租税回避は外国法に関わるものであり，多国籍企業の居住地国からみれ
ば国際問題と位置付けられるので，OECD がそれに直接的に関与すべきなのか。表 3 に
示されるように，外国法型租税回避に関しても OECD は直接的ではなく間接的に関与す
べきであろう。例えば，Google 事案のダブルアイリッシュに関しては，確かに，それは
外国法によるものなので国際的な対策が必要なようにも考えられるが，アイルランド（相
手国）からみると，外国法ではなく国内法の問題である。この観点から，ダブルアイリッ
シュも国内問題となるため OECD は間接的に関与すべきであろう。
表 3　租税回避の類型に応じたOECDの関与
直接関与 間接関与
国内法型租税回避 × 〇
外国法型租税回避 × 〇
（出所）筆者作成。
（7）	 BEPS に関しては，矢内一好［10］を参照。
（8）	 1995 年に公表された OECD の移転価格ガイドラインはその一例としてあげられよう。
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（2）国際的二重課税・非課税に対する対策
　多国籍企業が国際的に取引を行うことで問題になるのが国際的二重課税であり，その内
容から法的二重課税と経済的二重課税にわけられる。一般的に国際的二重課税として問題
になるのは，法的二重課税である。他方，経済的二重課税は移転価格の更正との関係から
生じる問題である。いずれにしても，国際的二重課税は国家間の課税権の衝突から生じ，
双方の国に被害を与える可能性がある。そのため，問題は国際的であるのだから OECD
が直接的に関与するべきであろう。また，もちろん，ガイドラインの公表により間接的に
関与するのも認められるはずである。
　しかしながら，国際的二重課税とは対極的な位置にある国際的二重非課税に対しては，
OECD の関与は慎重にならなければならない。国際的二重非課税は今日的な問題であり，
Google 事案のようなケースでみられる。この場合，Google は，ダブルアイリッシュ及び
ダッチサンドイッチを利用することで，アメリカ合衆国において本来支払うべき租税を支
払わず，かつアイルランドにおいても租税を支払っていない。すなわち，アメリカ合衆国
でもアイルランドでも課税されず二重に非課税になる。
　ここで注意すべきは，国際的二重非課税は，国際問題ではなく国内問題ということであ
る。確かに，Google 事案では，アメリカ合衆国は外国法型租税回避により被害を受けて
いるが，他方，アイルランドは租税優遇措置を設け，意図的に課税権を放棄したのだから，
それは被害ではない。この見解から，国際的二重非課税を国内問題と位置付けると，国際
問題ではないのだから OECD が直接関与することはできず，間接的に関与する以外に対
策はないであろう。したがって，国際的二重非課税に対しても，OECD はガイドライン
を公表し，各国による協力を求めるのが望ましい対策であると考えられる。
４．国内法型租税回避の国内的な対策　
（1）国内法型租税回避と個別的否認規定
　さて，国内法型租税回避は国内法の法形式の不当な選択によるものなのだから，国内で
その対策もまた講じなければならないであろう。この場合，そのための選択肢の一つとし
て，個別的否認規定がある。個別的否認規定とは，個別的に①納税者が行った取引（課税
要件充足の逃避）を税法上は認めず課税処分をする，②租税負担の減少が起きないように
するための規定である（9）。
　浦東（2015）によれば，移転価格税制は個別的否認規定である（10）。上述のように，
表 4　国際的二重課税と国際的二重非課税
直接関与 間接関与
国際的二重課税 〇 〇
国際的二重非課税 × 〇
（出所）筆者作成。
（9）	 浦東久男［1］による個別的否認規定の定義及び見解を参照している。
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Starbucks 事案は，移転価格税制に関わる問題であるため，イギリス国内において個別的
否認規定の対象となる。すなわち，移転価格税制のもと，Starbucks とスイス関連企業と
の間で，独立企業間価格とは異なる移転価格により行われた取引は，独立企業間価格で行
われたように更正される。
　Starbucks 事案では問題は移転価格だけであったが，もし仮にタックスヘイブンがこれ
に関わっていたならば，問題はさらに複雑化する。移転価格だけが問題であれば，
Starbucks 事案を考えると，イギリスにおいて租税負担が軽減され，スイスでも僅かなが
らでも租税負担は負うことになる。すなわち，Starbucks の租税負担は軽減されるがゼロ
になるわけではない。それに対して，タックスヘイブン（税率ゼロと仮定）との取引にお
いて移転価格が操作されると，その国での Starbucks の租税負担はゼロになる。
　このケースでは，移転価格とタックスヘイブンが問題になるが，前者には移転価格税制，
後者にはタックスヘイブン対策税制が適用できる。なお，このような場合，現行のシステ
ムでは，まず移転価格税制において移転価格が更正され，その結果を受け，タックスヘイ
ブン対策税制では，親会社と外国子会社の所得を合算するにあたり，その移転価格の更正
分だけ減額される。
　移転価格税制によれば，独立企業間価格に基づき移転価格だけの国内法型租税回避は処
理される。しかしながら，今日のように多国籍企業の国際的な取引が複雑多様化したなか
では，独立企業間価格の算定要件である比較対象取引の発見が困難であるケースもあり，
この場合には独立企業間価格は算定できない。このように，移転価格税制がうまく機能し
ないと，それに続くタックスヘイブン対策税制もまた機能しなくなり，ひいては，国内法
型租税回避が適正に処理されない。
　ここに個別的否認規定の一つの限界をみることができる。個別的否認規定は，文字通り，
個別的に問題を否認するものであるから，移転価格とタックスヘイブンによる複合的な国
内法型租税回避には対応しきれない。将来的には，単純な取引ではなく，多国籍企業によ
る取引は予測可能性の低い複雑なものになると考えられる。そのもとで起こる国内法型租
税回避も，事前に設けられた課税要件に基づき個別的に処理できるものはなく，包括的な
否認が必要になるものが増える可能性は否定できない。
（2）国内法型租税回避と包括的否認規定
　近年，批判的な研究もあるなかで（11），森信（2015）のように，日本においても包括的
否認規定の導入が必要であるとする主張が散見される（12）。包括的否認規定では，酒井
（2015）によれば「…租税回避行為と認定される行為については，課税要件を充足したも
のと擬制して課税される…」ようである（13）。また，個別的否認規定とは異なり，「対象や
領域を特定せずに」否認されるので（14），肯定的に解釈すれば，広範かつ包括的に問題が
（10）	 浦東久男［1］p.85．
（11）	 長戸貴之［8］などが包括的否認規定に批判的である。
（12）	 森信茂樹［9］pp.114-118．
（13）	 酒井貴子［6］p.243．
（14）	 酒井貴子［6］p.243．
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処理されると期待できる。また，酒井（2015）は，問題点を指摘しながらも，包括的否認
規定には問題発生に対する抑止力があると指摘している（15）。
　上述の例に包括的否認規定を組み込んでみると，移転価格とタックスヘイブンの複合的
な国内法型租税回避に対しては，それぞれの問題が個別的にではなく，包括的に生じたも
のとして対策にのぞむことができよう。すなわち，二つの問題を一つに括るのだから，移
転価格操作によりタックスヘイブンへ利益を移転することで生じる国内法型租税回避は一
つの問題となる。この場合，包括的否認規定のもと，タックスヘイブンに移された利益が，
Starbucks のイギリス源泉の利益と合算されれば，複合的な国内法型租税回避は包括的に
処理されよう。
　しかしながら，包括的否認規定にも限界がある。酒井（2015）では，ニュージーランド
の包括的否認規定をめぐる裁判例について考察されている（16）。その例をみると，最高裁（枢
密院）の判決では，課税当局による包括的否認規定の適用は正当ではある。ただ，高裁（控
訴院）では，選択の法理に依拠して，包括的否認規定は否定されている。すなわち，選択
の法理では，納税者による選択によっては異なる租税上の結果が導きだされるので，問題
を広くとらえる包括的否認規定がその選択可能性を奪取するのであれば，それは不合理で
あると解される（17）。なお，この考えは，最高裁でも認められている。
おわりに
　本稿では，原点に戻り，まず租税回避とは何かについて検討した。租税回避に関しては，
明確な定義は存在しないが，法形式の選択を判断基準とすれば，不当なその選択によるも
のが租税回避となる。また，租税回避の類型化を試み，国内法の法形式の不当な選択によ
るものを国内法型租税回避，外国法を巧みに利用したものを外国法型租税回避とし，それ
ぞれの類型に応じた OECD 及び国内的な対策（個別的否認規定，包括的否認規定）につ
いて検討した。結論としては，国内法型租税回避，外国法型租税回避のいずれに対しても
OECD は間接的に関与すべきであり，直接的には各国が対策を講じるべきであると主張
している。
　国内法型租税回避と外国法型租税回避を単純に比較することはできないが，問題の複雑
性からみれば外国法型租税回避の方が難しいであろう。OECD の BEPS プロジェクトに
おいても，国内法型か外国法型に関係なく租税回避の一掃が目的のようであるが，より重
要視されているのは外国法型租税回避ではないだろうか。外国法型租税回避の温床であっ
たアイルランドが，多国籍企業向けの租税優遇措置の廃止を決定したが，一般的にはこれ
は世界的な圧力の結果とみることができる。しかしながら，本稿の議論によれば，これも
また OECD の直接関与ではなく，BEPS プロジェクトという包囲網による間接関与であ
ると解釈できる。まだ BEPS プロジェクトが外国法型租税回避に与える効果は未知数で
はあるが，それを抑止することは期待できよう。
（15）	 酒井貴子［6］p.247．
（16）	 酒井貴子［6］pp.251-254．
（17）	 酒井貴子［6］p.252．
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　将来的には，外国法型租税回避に関しては，その外国法のある国がその対策に取り組む
べきであろう。租税優遇措置の廃止に関しては，アイルランドが世界的な動きに屈した形
にはなっているが，しかしながら，BEPS プロジェクトに準拠する義務はなく，その点か
らアイルランドが OECD に協力したと考えることもできよう。もし仮に，廃止ではなく，
その租税優遇措置が世界的に認められることを求めたのであれば，その場合は資本輸入の
中立性が担保される必要があったであろう。ダブルアイリッシュもダッチサンドイッチも
多国籍企業に向けた措置であったと考えられるが，国内企業にも同じ措置を認めていれば
結果は異なったかもしれない。
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〔抄　録〕
　本稿では，まず租税回避とは何かについて検討した。租税回避に関しては，明確な定義
は存在しないが，法形式の選択を判断基準とすれば，不当なその選択によるものが租税回
避となる。また，国内法の法形式の不当な選択によるものを国内法型租税回避，外国法を
巧みに利用したものを外国法型租税回避と租税回避の類型化した，
　OECD は国際問題にのみ直接的に関与すべきとの考えのもと，国内法型租税回避は国
内問題なので OECD は間接的に関与すべきであり，外国法型租税回避も相手国の国内問
題との解釈から間接関与が望ましいと主張している。したがって，国内法型も外国法型も，
租税回避は各国が国内的に対策を講じるべきであると考えている。なお，本稿では，その
対策として，個別的否認規定と包括的否認規定について検討している。
　近年，BEPS プロジェクトの進展により世界が租税回避の一掃に向けて取り組んでいる
が，国内型租税回避にも外国法型租税回避にも OECD は間接的に関与すべきであり，直
接的には各国が対策を講じなければならないと主張している。
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